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IoT、AI 等の最新技術を活用した建築物衛生管理手法の検証のための研究 

 

研究代表者  金 勲  国立保健医療科学院 上席主任研究官 

 

研究要旨 

建築物衛生法における測定・検査・点検は測定技術者による現場立入調査が基本となるが、近年

は IoT やセンシング技術の発展により、建築物環境衛生管理の人手不足や中小規模建築物の自主

管理の可能性なども視野にこのような技術を活用すべきという声も上がっている。 

本研究では、自動測定によるデータの精度を検証するとともに、自動測定で得られるデータを

活用することによって、現行の測定方法よりも適切な維持管理ができるかを検証する。加えて、自

動測定が既存測定と同程度以上の精度であると判断できる条件を明確化する。更に、自動測定が

既存測定（手動測定）と同程度以上の精度であると判断できる条件（センサー精度、測定箇所、測

定機器の校正の頻度等）を明確化することで、特定建築物のより適切な維持管理手法を確立する

ことを目標とする。 

本研究では、先行研究（R4～R5 年度研究）から選別した温湿度・CO2 濃度センサー2 種類、PM2.5

センサー2 種類、また改良された Air Quality Sensor を用いた中長期間比較評価を行った。 

本年度は 2 年計画の 2 年目として前年度に引き続き、建物 7 施設 10 フロアに自動計測センサーを

設置し、冷暖房期を中心に空気環境衛生管理基準項目 6 項目の立入調査を実施した。また、一部

建物においては BEMS データ、測定技術者による報告調書を収集して、連続計測小型センサー及

び法定立入調査結果と精度の比較検討を行った。 

前年度に継続して本年度も建築物環境衛生管理に携わっている技術者を対象に、業務上負担の

実情、業務効率化のためのデジタル技術の活用に関する認識と需要を設問するアンケート調査を

行い、318 件の有効回答数が得られた。 

また、AI 画像解析技術を用いた空調ドレンパン監視システムの紹介とシステムによる汚れ度判

定性能とスライム発生、レジオネラ属菌の発生有無に関して報告した。 

本年度は、下記項目に関する研究を行った。 

① 特定建築物の報告統計 

② 室内環境に関する現場調査 

③ 空気環境衛生管理に向けた IoT センサー活用手法の検討 

④ 空気環境管理に向けた BEMS データ活用手法の検討 

⑤ 建築物衛生管理へのデジタル技術の活用に関するアンケート調査（水質管理関連） 

⑥ 建築物衛生管理へのデジタル技術の活用に関するアンケート調査（空調及び空気環境の維持

管理） 

⑦ AI 画像解析技術を用いた空調ドレンパン監視システム 
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A. 研究目的 

昨今の人手不足に加えデジタル技術の発展

により、建築物衛生法においても管理・点検・

検査業務に対してデジタル技術を活用した効

率化の検討が行われている。 

建築物衛生行政における空気環境、水質検査

等の定期検査・点検規制については、令和 4 年

12 月 21 日公表の「デジタル原則を踏まえたア

ナログ規制の見直しに係る工程表」において

「新たな規制の在り方の検討」という方針が示

された。 

本研究は IoT／AI 技術を含む自動測定によ

るデータの精度を検証し、「現行の測定方法よ

りも適切な維持管理を行うことができるかど

うか」、また「自動測定と既存測定（手動測定）

が同程度以上の精度であると判断できる条件

を明確化」することで、特定建築物のより適切

かつ効率のよい維持管理手法を提案すること

を目的とする。 

本研究では、空気環境、空気調和設備、給水

等の衛生管理に関して、以下の事項を行う。 

① これまで研究してきた自動測定手法、異常

の判別基準及びその方法並びに精度管理

方法のさらなる検証 

② 現場調査 

③ デジタル技術（IoT／AI 等）に関する国内

外の文献調査及びメーカーとの情報交換、

管理技術者向けアンケート調査等 

④ 法令・通達等の改正に必要な科学的エビデ

ンスの蓄積 

 

B. 研究方法 

本研究では 2 年計画の 2 年目として、先行研

究から選別した温湿度・CO2濃度センサー2 種

類、PM2.5 センサー2 種類、また更に改良された

Air Quality Sensorを用いた中長期間比較評価を

行っている。 

特定建築物 7 件（宮崎県 3 件、関東圏 4 件）

10 フロアを対象に小型測定器の設置、空気環

境 6 項目測定、化学物質濃度・浮遊微粒子個数

濃度、上下温度分布に夏期及び冬期測定を実施

した。 

一部建物においては BEMS データ、測定技

術者による報告調書を収集して、自動計測セン

サー及び法定立入調査結果と精度の比較検討

を行った。 

建築物環境衛生管理技術者や建築物の環境

衛生全般に関する維持管理に携わっている関

係者を対象に、業務上負担の実情、業務効率化
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のためのデジタル技術の活用に関する認識と

需要を設問するアンケート調査を行った。 

最後に、AI 画像解析技術を用いた空調ドレ

ンパン監視システムの紹介とシステムによる

汚れ度判定性能とスライム発生、レジオネラ属

菌の発生有無に関して報告した。 

 

B.1 特定建築物の報告統計 

 これまでの研究結果を踏まえて、厚生労働省

から公表された全国の立ち入り調査のデータ

を用いた空気環境項目の不適率の最新動向に

ついて整理した。 

 

B.2 室内環境に関する現場調査 

特定建築物 7 施設 10 フロアに自動計測セン

サーを設置し、冷暖房期を中心に法定測定法に

よる管理基準項目 6 項目の立入調査を実施し

た。また、法的管理項目ではないが、浮遊粒子

状物質（Particulate Matter）の 6 粒径 0.3、0.5、

1.0、3.0、5.0、>10μm に対して測定を行った。 

自動計測センサーは二酸化炭素（以降、CO2）

濃度、温湿度、粒径 2.5µm 以下の微小微粒子状

物質（以降、PM2.5）を対象にしている。 

夏期及び冬期に建築物衛生法で定める従来

の法定手法で空気衛生環境 6 項目（浮遊粉じ

ん、CO、CO2、温度、相対湿度、気流）を測定

すると共に、化学物質濃度、浮遊粒子状物質濃

度などの空気環境の測定を行った。更に、温熱

環境に関する最新の基準 ASHRAE55-2023 に

準拠して室内温熱環境の特性を調査した。 

 

B.3 空気環境衛生管理に向けた自動計測セン

サーの活用手法の検討 

特定建築物 7 施設 10 フロアに自動計測セン

サーを設置し、CO2、濃度、温湿度、粒径 2.5µm

以下の微小微粒子状物質（以降、PM2.5）の中長

期間の連続自動測定を行った。 

CO2 濃度の自動校正機能の検証については、

2 種の自動計測センサーに対して自動校正機

能を On とした機器と Off とした機器を隣接さ

せて設置した。 

2025 年夏期（7～8 月）と 2026 年冬期（1～

2 月）を対象に平日 9～17 時（12～13 時除く）

の空気温湿度と CO2 濃度の時別集計値、基準

値内時間率等で評価した。 

現行測定と小型測定器の比較については、

2025 年夏期（8 月）と 2026 年冬期（2 月）の

代表 1 日に現場立入による現行測定法に準じ

た空気環境 6 項目測定（現場立入測定）を実施

するとともに、建築物衛生法の環境衛生管理基

準に従って 2 か月以内ごとに 1 回実施されて

いる測定（法定測定）による測定値を入手し、

当該時刻の小型測定器の値と比較した。この比

較には、現場立入測定若しくは法定測定の測定

値に対して小型測定器の温度が±0.5K、相対湿

度が±5%RH、CO2 濃度が±50ppm 以内の値で

ある場合に両者は同値であると見なし、全測定

回数に対する同値である測定回数の比率（一致

率）で評価した。 

 

B.4 空気環境管理に向けた BEMS データ活

用手法の検討 

BEMS の環境衛生管理への活用を見据え、居

住域・壁面（インテリア・ペリメータ）・還気

ダクトの各所に設置されたセンサーの値の差

異について検討してきた。本報ではさらに、居

住域内における温湿度の空間分布について詳

細な検討を行った。 

関東地方のオフィスビル 1 棟を対象とし、平

日の勤務時間帯（9～17 時）における、BEMS

センサーと居住域内に複数設置した連続測定

小型センサーのデータを分析した。 

 

B.5 建築物衛生管理へのデジタル技術の活用

に関するアンケート調査（水質管理関連） 
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建築物環境衛生管理の有資格者である統括

管理者及び空調給排水管理監督者を対象に自

身の管理業務に従事する建築物等についてア

ンケート調査を行った。 

 

設問内容は以下通りである。 

・建築物の所在地 

・建築物を管理していた時期 

・業務内容（現場管理者や管理会社職員など） 

・建物属性（用途、所有区分、使用状況、延床

面積、階数、竣工年） 

・設備概要（空調方式、水源、給湯方式） 

・帳簿の作成、管理及び報告方法（電子・紙媒

体） 

・理想的な帳簿の作成、管理及び報告方法 

・身体的、精神的、時間的な負担が大きな作業 

・水の管理（検査実施頻度及び実施方法、検査

に要する時間など） 

・中央監視システムや BEMS（Building Energy 

Management System）の導入状況 

・中央監視システムや BEMS の活用状況 

 

 本項では、水質管理業務に関する IoT 技術活

用方針を検討することを目指し、水質検査体制

ごとの検査頻度及び検査項目ごとの検査業務

外部委託比率をとりまとめた。水質管理に関し

ては、1 年目 120 件、2 年目には 318 件の、計

438 件の有効回答が得られた。 

 

B.6 建築物衛生管理へのデジタル技術の活用

に関するアンケート調査（空調及び空気環境

の衛生管理） 

アンケートでは「B.5 水質管理」と共に、空

調及び空気環境の衛生管理に関する調査を行

っている。1 年目の 181 件に加え、本年度は 318

件の有効回答が得られ、計 499 件に対する統計

解析を行った。 

 

B.7  AI 画像解析技術を用いた空調ドレンパ

ン監視システム 

建築物衛生法では、空調機のドレンパン（排

水受け）について使用開始時及び使用期間中 1

ヶ月以内ごとに 1 回、汚れ及び閉塞の状況の点

検を行い、必要に応じて清掃及び換水等を行う

こととしている。個別式空調やコンパクトエア

ハンなど小型空調機の普及により点検箇所の

増大は現場に大きな負担となっている。 

本項では、空調機排水受けの AI 画像解析シ

ステムによる汚れ度判定技術を紹介すると共

に、システム設置建物におけるスライム発生及

びレジオネラ属菌に関する調査結果を報告し

た。 

 

C. 研究結果 

C.1 特定建築物の報告統計 

二酸化炭素濃度、温度、相対湿度の不適率の経

年変化は、いずれも値が高く、上昇する傾向と

なった。それぞれが、省エネ法の改正、建築物

衛生法の改正、東日本大震災の影響が示唆され

た。一方、浮遊粉じん、一酸化炭素、気流、ホ

ルムアルデヒドについては、低い不適率で推移

している。 

なお、新型コロナウイルス感染症による建築

物衛生への影響として、2024 年度は二酸化炭

素濃度の不適率が減少したが、徐々に増加傾向

となっている。温度、相対湿度の不適率が 2024

年度には 40%、60%と高い水準を維持している。 

2023 年には新型コロナ感染症が感染症法上 5

類となったため、コロナ禍とは異なる対応とな

っていたことが考えられる。 

 

C.2 室内環境に関する現場調査 

特定建築物 7 件（宮崎県 3 件、関東圏 4 件）

で 10 フロアを対象に自動計測センサーの設置、

空気環境 6 項目測定、化学物質濃度・浮遊微粒

子個数濃度の夏期及び冬期測定を実施し、以下
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の結果を得た。 

（1）空気環境管理項目 6 項目のうち、温度、

相対湿度、気流に対する現場立入測定の結果を

纏めた空気環境 6 項目測定器 2 種類を用いて

2025 年夏期（8 月）と 2026 年冬期（2 月）に

立入調査を行った。各測定点では 20 分間計測

した。温度と気流はいずれの建物においても基

準値内であったが、2026 年冬期の相対湿度は 2

室において 40%RH を下回っていた。また、窓

面積率（窓面積／外壁面積）が大きい建築物に

おいて夏期の空気温度平均値が最も高く 27ºC

を超えていた。 

（2）ホルムアルデヒドを含む厚生労働省の指

針値物質を中心に調査した。アルデヒド類、厚

生労働省で指針値が定められている 13 物質、

TVOC の暫定目標値（400µg/m3）を超過する建

築物は無かったが、2E1H については 2 件の建

築物において高濃度で検出された。 

（3）浮遊粉じん濃度について調査した。夏期

室内平均として 0.0060±0.0047mg/m3（ IES-

5000）、0.0035±0.0024mg/m3（Model 2100）、冬

期はそれぞれ 0.0038±0.0037 mg/m3、0.0017±

0.0017 mg/m3 と、いずれも管理基準濃度

0.15mg/m3 より低く維持されていた。 

 粒子状物質 6 粒径（0.3、0.5、1.0、3.0、5.0、

>10μm）を対象にした浮遊粒子状物質測定では、

1.0μm 以下の小さな粒子では全測定結果から

室内濃度（IA）が外気（OA）より低い傾向を

示した。10μm 以上の粒子においては室内（IA）

が外気（OA）より高くなる室が複数存在した。

粒径別の IO 比平均も 0.3、0.5、1.0、3.0μm で

は 0.1～0.4 と外気より大きく下回っているが、

5μm と 10μm ではそれぞれ 0.6～0.7、1.1～1.4

と高くなる傾向を示した。 

（4）CO 及び CO2 濃度について報告した。CO

の外気濃度は約 0.1 ppm、室内 CO 濃度も殆ど

が 0.1ppm 程度と外気濃度と大差なくいずれも

管理基準値6ppmに比べると低い水準であった。

CO2 に関しては外気濃度の平均は約 415～

480ppm に対して、室内濃度の全体平均は 751

～867ppm であった。管理基準 1000ppm を上回

る建物が夏期に 1 件あり濃度は約 1400～

1500ppm であったが冬期には基準濃度以下で

管理されていたことから、夏期は換気量に比べ

在室人数が多いことが原因と考えられた。他の

建物は 1000ppm より低いレベルで管理されて

いたが、1000ppm に近い濃度で管理されている

物件も複数存在した。 

（5）BEMS データを建築物衛生管理に援用す

る可能性を踏まえ、空間の様々な位置での室内

環境の代表性を検証した。高さ 5 点に温湿度計

を固定したポールを 6 本用意し、0.1m、0.6m、

1.1m、1.7m、2.4～2.7m の位置で空気温湿度を

測定した。いずれの建物でも、高さ 1.1m にお

ける衛生管理基準の空気温度の範囲を満たし

ていた。しかし、条件によって特徴的な空間温

度分布が観察され、0.1m と 2.6m の温度差は 5K

となる建築物もあった。空間内の温度分布は季

節、空調の吹き出し位置、空間構成、日射の状

況、人員密度、部屋の広さ等の影響を受けるこ

とが明らかとなり、これら要因を十分に把握し

たうえで、室内の代表測定点を決定することが

望ましい。 

  

C.3 空気環境衛生管理に向けた自動計測セン

サーの活用手法の検討 

（1）CO2 濃度の自動校正機能の検証について

は、経時的に両者の差が大きくなる傾向が見受

けられた。また、自動校正機能を利用しない場

合には 298ppm となる時間帯もあることから、

測定の精度が低下している可能性がある。 

（2）現場立入測定と小型測定器の比較では、

冬期の相対湿度の一致率は 80%以上と高い結

果であったが、空気温度と CO2 濃度の一致率

はいずれも 50%以下であった。特に、冬期の

CO2 濃度の一致率が低くなっているが、小型測
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定器による測定値が全体的に低い傾向が見ら

れ、小型測定器の自動校正の値が 400ppm であ

ることが一要因と考えられる。法定測定と小型

測定器の比較では、一致率は空気温度が 29%、

相対湿度が 67%、CO2 濃度が 28%であった。法

定測定では、CO2 濃度の校正が成されていない

可能性があり、一致率の低下の要因につながっ

たと考えられる。 

 

C.4 空気環境管理に向けた BEMS データ活

用手法の検討 

温度については、小型センサーの平均値が

BEMS センサーよりも高い傾向が見られたが、

これはセンサーの種類による違いと考えられ

た。全体として、建築物衛生法の基準（18～28℃）

をほぼ満たしており、大きな空間分布は認めら

れなかった。しかし、一部の小型センサーにお

いて、28℃を超える局所的な温度上昇が確認さ

れた。これは、居住域付近に設置したため、人

体や機器からの発熱の影響を強く受けたため

と考えられた。湿度についても、大きな空間分

布はなかったが、局所的に高温となった場所で

は、温度上昇に伴い相対湿度が低下する傾向が

確認された。 

これらの結果から、居住域内での温湿度の大

きな空間分布はないものの、人体や機器の発熱

がセンサーの測定値に影響を及ぼし、空間代表

性を損なうケースがあることが分かった。建築

物衛生法では居室の中央部での測定が規定さ

れているが、常設センサーである BEMS を環

境衛生管理に活用する際には、設置場所（中央

部）に固執するよりも、発熱源の影響を受けに

くい適切な位置を選ぶこと、あるいはセンサー

周辺の人・機器レイアウトに配慮することが重

要である。 

 

C.5 建築物衛生管理へのデジタル技術の活用

に関するアンケート調査（水質管理関連） 

調査対象とした水質項目(残留塩素濃度、濁度、

色度(雑用水については外観)、pH)に関しては、

いずれの項目においても、飲料水、雑用水を問

わず、検査を外部委託することにより、検査頻

度が低下する傾向が認められた。そのうち、特

に雑用水に関して、雑用水の用途に関わらず、

比較的高頻度での検査が必要となる外観及び

pH については、検査を外部委託している建築

物においては 70~80%程度が不適合となってお

り、改善の余地が大きいことが明らかとなった。

検査項目ごとの検査業務の外部委託比率に着

目すると、残留塩素濃度については、検査を自

己測定により実施している事例が主流であっ

たものの、濁度、色度(外観)、pH に関しては、

30%を超える建築物において、検査が外部委託

されていた。IoT 技術を活用して、これらの項

目に関する自動水質管理を実施できる体制を

構築することができれば、飲用水のみならず、

雑用水の衛生管理水準の改善に資する可能性

が高いことが明らかとなった。 

 

C.6 建築物衛生管理へのデジタル技術の活用

に関するアンケート調査（空調及び空気環境

の衛生管理） 

 管理している（または管理していた）建物の

管理業務の期間は平均 10.1±10.2 年で、度数と

しては 2 年以下が最も多く、次いで 4～6 年、

2～4 年の順となった。業務内容としては、管

理会社や部署の職員が 57%と最も多く、次に建

物の現場管理者 33%、自社ビル管理会社（組合）

職員が 4%であった。建物の主な用途は、事務

所が 55%、店舗（百貨店）13%、旅館・ホテル

5%、学校（研修所）8%、興行場 5%、その他が

13%であった。 

負担が大きな業務内容として、帳簿の管理と

報告が 55%と最も多く、清掃作業 38%、加湿装

置の点検 28%、冷却塔・冷却水の点検 26%、排

水受け_パッケージエアコン（PAC）26%、排水
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受け_空調機（AHU）26%であった。空気環境

6 項目の測定は 23%であった。また、飲料水_

残留塩素濃度 21%、飲料水_貯水槽の点検 19%、

ネズミ・衛生害虫等が 22%であった。 

中央監視システム＋BEMS の導入は 13%と

少なく、中央監視システムのみ導入が 43%、両

方導入無しも 27%あった。中央監視や BEMS

データの空気環境管理への活用としては、温度

44%、相対湿度 36%と高い活用度を示し、CO2

は 19%、気流、CO、浮遊粉じんは 8～10%程度

であった。 

データの水管理への活用は貯水槽水量が

17%と最も高く、流量 13%、水質 10%、減水量

申請 8%、水温 9%と全体的には空気環境より

低い活用度となった。 

業務効率化において急務となっているのは

帳簿管理の電子化であり、後は清掃作業、加湿

装置や空調排水受けの点検、冷却塔・冷却水点

検、そして空気環境 6 項目の測定などが挙げら

れる。 

 

C.7 AI 画像解析技術を用いた空調ドレンパ

ン監視システム 

 結果として、AI 画像解析システムがスライ

ムを検知している代表機がある階では、他の系

統でもスライムが発生していることが確認さ

れた。PAC（パッケージエアコン） 4 系統共に

スライムが発生していたが、レジオネラ属菌が

検出されたのは 2 台であり、スライムが発生し

てもレジオネラ属菌が必ず存在する訳ではな

いが、スライム発生がレジオネラ菌の発生リス

クを高めることが確認された。スライム発生リ

スクの高い代表機 1 台で汚れ程度を早めに検

知し、他の空調機も含め清掃を行うことでレジ

オネラ属菌の発生リスクを下げることが可能

であり、AI 画像監視システム（カメラ）を設置

する代表機としては在室者が多い執務室など

に設置されている空調機が望ましいと考えら

れる。 

 

D. まとめ 

本研究では建築物衛生法においても管理・点

検・検査業務に対してデジタル技術を活用した

効率化の検討を目的にし、以下内容の研究を実

施した。 

（1）特定建築物の報告統計 

CO2 濃度、温度、相対湿度の不適率の経年変化

は、いずれも値が高く、上昇する傾向となった。

一方、浮遊粉じん、CO、気流、ホルムアルデヒ

ドについては、低い不適率で推移している。 

新型コロナウイルス感染症による建築物衛

生への影響として、2024 年度は CO2 濃度の不

適率が減少したが、徐々に増加傾向となってい

る。温度、相対湿度の不適率が 2024 年度には

40%、60%と高い水準を維持している。 

（2）室内環境に関する現場調査 

温度と気流はいずれの建物においても基準

値内であったが、2026 年冬期の相対湿度は 2

室において 40%RH を下回っていた。また、窓

面積率（窓面積／外壁面積）が大きい建築物に

おいて夏期の空気温度平均値が最も高く 27ºC

を超えていた。 

 ホルムアルデヒドを含む厚生労働省の指針

値物質については、指針値 13 物質、TVOC の

暫定目標値（400µg/m3）を超過する建築物は無

かったが、2E1H については 2 件の建築物にお

いて高濃度で検出された。 

浮遊粉じん濃度はいずれも管理基準濃度

0.15mg/m3 より低く維持されていた。粒子状物

質 6 粒径（0.3、0.5、1.0、3.0、5.0、>10μm）を

対象にした浮遊粒子状物質測定では、1.0μm 以

下の小さな粒子では全測定結果から室内濃度

（IA）が外気（OA）より低い傾向を示した。

粒径別の IO 比平均は 0.3、0.5、1.0、3.0μm で

は 0.1～0.4 と外気より大きく下回っているが、
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5μm と 10μm ではそれぞれ 0.6～0.7、1.1～1.4

と高くなる傾向を示した。 

 CO の外気濃度は約 0.1 ppm、室内 CO 濃度

も殆どが 0.1ppm 程度と外気濃度と大差なくい

ずれも管理基準値6ppmに比べると低い水準で

あった。CO2 に関しては外気濃度の平均は約

415～480ppm に対して、室内濃度の全体平均は

751～867ppm であった。管理基準 1000ppm を

上回る建物が夏期に 1 件あり濃度は約 1400～

1500ppm であった 

 空間の様々な位置での室内環境の代表性に

ついては、高さ 5 点（0.1m、0.6m、1.1m、1.7m、

2.4～2.7m）の位置で空気温湿度を測定した。い

ずれの建物でも、高さ 1.1m における衛生管理

基準の空気温度の範囲を満たしていた。しかし、

条件によって特徴的な空間温度分布が観察さ

れ、0.1m と 2.6m の温度差は 5K となる建築物

もあった。空間内の温度分布は季節、空調の吹

き出し位置、空間構成、日射の状況、人員密度、

部屋の広さ等の影響を受けることが明らかと

なり、これら要因を十分に把握したうえで、室

内の代表測定点を決定することが望ましい。 

 （3）空気環境衛生管理に向けた自動計測セ

ンサーの活用手法の検討 

 CO2 濃度の自動校正機能を利用しない場合

には 298ppm となる時間帯もあることから、測

定の精度が低下している可能性がある。 

 現場立入測定と小型測定器の比較では、冬期

の相対湿度の一致率は 80%以上と高い結果で

あったが、空気温度と CO2 濃度の一致率はい

ずれも 50%以下であった。測定技術者に法定測

定と小型測定器の比較では、一致率は空気温度

が 29%、相対湿度が 67%、CO2 濃度が 28%であ

った。法定測定では、CO2濃度の校正が成され

ていない可能性があり、一致率の低下の要因に

つながったと考えられる。 

（4）空気環境管理に向けた BEMS データ活

用手法の検討 

温度については、小型センサーの平均値が

BEMS センサーよりも高い傾向が見られ、セン

サーの種類による違いと考えられた。大きな空

間分布はなかったが、一部の小型センサーにお

いて、28℃を超える局所的な温度上昇が確認さ

れた。小型センサーを居住域付近に設置したた

め、人体や機器からの発熱の影響を強く受けた

ためと考えられた。 

湿度についても、大きな空間分布はなかった

が、居所的に温度上昇に伴い相対湿度が低下す

ることが確認された。 

建築物衛生法では居室の中央部での測定が

規定されているが、常設センサーである BEMS

を環境衛生管理に活用する際には、設置場所

（中央部）に固執するよりも、発熱源の影響を

受けにくい適切な位置を選ぶこと、あるいはセ

ンサー周辺の人・機器レイアウトに配慮するこ

とが重要である。 

（5）建築物衛生管理へのデジタル技術の活

用に関するアンケート調査（水質管理関連） 

調査対象とした水質項目(残留塩素濃度、濁

度、色度(雑用水については外観)、pH)に関して

は、いずれの項目においても、飲料水、雑用水

を問わず、検査を外部委託することにより、検

査頻度が低下する傾向が認められた。そのうち、

特に雑用水に関して、雑用水の用途に関わらず、

比較的高頻度での検査が必要となる外観及び

pH については、検査を外部委託している建築

物においては 70~80%程度が不適合となってお

り、改善の余地が大きいことが明らかとなった。  

検査項目ごとの検査業務の外部委託比率に

着目すると、残留塩素濃度については、検査を

自己測定により実施している事例が主流であ

ったものの、濁度、色度(外観)、pHに関しては、

30%を超える建築物において、検査が外部委託

されていた。IoT 技術を活用して、これらの項

目に関する自動水質管理を実施できる体制を

構築することができれば、飲用水のみならず、
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雑用水の衛生管理水準の改善に資する可能性

が高いことが明らかとなった。 

（6）建築物衛生管理へのデジタル技術の活

用に関するアンケート調査（空調及び空気環

境の衛生管理） 

負担が大きな業務内容として、帳簿の管理と

報告が 55%と最も多く、清掃作業 38%、加湿装

置の点検 28%、冷却塔・冷却水の点検 26%、排

水受け_パッケージエアコン（PAC）26%、排水

受け_空調機（AHU）26%であった。空気環境

6 項目の測定は 23%であった。 

中央監視システム＋BEMS の導入は 13%と

少なく、中央監視システムのみ導入が 43%、両

方導入無しも 27%あった。中央監視や BEMS

データの空気環境管理への活用としては、温度

44%、相対湿度 36%と高い活用度を示し、CO2

は 19%、気流、CO、浮遊粉じんは 8～10%程度

であった。 

業務効率化において急務となっているのは

帳簿管理の電子化であり、後は清掃作業、加湿

装置や空調排水受けの点検、冷却塔・冷却水点

検、そして空気環境 6 項目の測定などが挙げら

れる。 

（7）AI 画像解析技術を用いた空調ドレンパン

監視システム 

 AI 画像解析システムがスライムを検知して

いる代表機がある階では、他の系統でもスライ

ムが発生していることが確認された。スライム

が発生してもレジオネラ属菌が必ず存在する

訳ではないが、スライム発生がレジオネラ菌の

発生リスクを高めることが確認された。スライ

ム発生リスクの高い代表機 1 台で汚れ程度を

早めに検知し、他の空調機も含め清掃を行うこ

とでレジオネラ属菌の発生リスクを下げるこ

とが可能であり、AI 画像監視システム（カメ

ラ）を設置する代表機としては在室者が多い執

務室などに設置されている空調機が望ましい

と考えられる。 
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